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高レベル放射性廃棄物地層処分の性能評価に関する研究を対象として，これまでの研究成果を

踏まえ，今後 5年を目途に実施すべき研究の項目とその内容等を研究計画書としてまとめた。 

本計画書では，高レベル放射性廃棄物地層処分に関する国の基盤的研究開発を対象に体系的か

つ中長期的にまとめられた研究開発計画である「高レベル放射性廃棄物地層処分に関する研究開

発全体マップ」の性能評価分野の研究開発要素の枠組みを参考とし，「日本原子力研究開発機構の

中期計画」を踏まえ，「日本原子力研究開発機構に期待する安全研究」を勘案して，これまでの研

究によって示された課題等を対象とし，今後 5年を目途に実施すべき研究の項目とその内容等を

記述した。 

個々の研究の計画では，研究の必要性や反映の意義に基づいた目的と“わが国における高レベ

ル放射性廃棄物地層処分の技術的信頼性―地層処分研究開発第２次取りまとめ(第２次取りまと

め)”までに実施された研究成果，“高レベル放射性廃棄物の地層処分技術に関する知識基盤の構

築 (H17 レポート)”までになされた研究成果とをまとめて，「目的とこれまでの成果」として記

述するとともに，今後の当面５年程度の計画を「当面５年程度（平成 22 年度頃まで）の計画」と

して記述した。 
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This report is to outline a 5-year plan of research and development (R&D) for 
performance assessment of geological disposal of high-level radioactive waste in JAEA. 

This 5-year plan is based on JAEA's mid-term plan which follows the R&D policy 
specified in "Framework for Nuclear Energy Policy" issued by Japan Atomic Energy 
Commission. Moreover, research plans for safety regulation issued by Nuclear Safety 
Commission of Japan should be taken into account. The contents of this 5-year plan follows a 
framework of R&D issues for performance assessment field established in "the R&D map", i.e. 
the mid and long term R&D plan for geological disposal of high-level radioactive waste, 
developed by JNC (predecessor of JAEA) and other relevant R&D organizations. 

In each research plan, objectives based on the necessity and the significance of the 
research plan are clarified in the section of “Objectives and the past progresses”, with 
summarizing the progresses of H12: Project to establish the scientific and technical basis for 
HLW disposal in Japan (H12 report), and H17: Development and management of the 
technical knowledge base for the geological disposal of HLW (H17 report).  In addition, next 
five year plan is described in the section of “5-year plan (up to Fiscal year Heisei-22)”. 
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１．はじめに 

 

本報告書は，日本原子力研究開発機構（以下，機構）における高レベル放射性廃棄物の地層処

分に関する研究開発のうち，性能評価分野の当面５ヵ年（平成 18 年度から平成 22 年度頃まで）

の研究開発計画をまとめたものである。 

高レベル放射性廃棄物の地層処分については，平成 12 年６月に公布された「特定放射性廃棄物

の最終処分に関する法律」（以下，最終処分法）に基づき，処分事業の実施主体である原子力発電

環境整備機構（以下，NUMO）により，平成 40 年代後半を目途として処分場の操業を開始するため，

概要調査地区の選定，精密調査地区の選定（平成 20 年代前半）及び最終処分建設地の選定（平成

30 年代後半）という３つの段階を経て最終処分施設が建設される計画である。平成 14 年 12 月に

は，NUMO によって「最終処分施設の設置可能性を調査する区域」の公募が開始されている。 

高レベル放射性廃棄物地層処分の研究開発については，核燃料サイクル開発機構（以下，サイ

クル機構）が平成 11 年 11 月に公表した「わが国における高レベル放射性廃棄物地層処分の技術

的信頼性－地層処分研究開発第２次取りまとめ－」1)（以下，第２次取りまとめ）において，わ

が国における地層処分の技術的信頼性が示された。第２次取りまとめ以降，最終処分法に基づき

平成 12 年９月に閣議決定された「特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針」2)など 3),4)に

よって示された方針1に沿って，サイクル機構等の研究開発機関によって，着実に研究開発が進め

られた。 

一方，関係研究機関の取り組み状況を整理し，体系的かつ中長期的な視点で研究開発計画を検

討する必要性が認識された。このため，高レベル放射性廃棄物地層処分に関する国の基盤的研究

開発を対象に，その実施機関であるサイクル機構等の関係機関による共同作業や大学等有識者と

の意見交換を通じて，体系的かつ中長期的な研究開発計画（重要課題，研究開発の方向性など）

として，平成 16 年度に研究開発全体マップ（以下，「全体マップ」）の整備 5)が実施された。これ

を踏まえ，平成 17 年７月には，国の基盤的研究開発を実施する関係研究機関によって，「地層処

分基盤研究開発調整会議」（以下，調整会議）が設置され，研究開発全体計画の策定や成果の体系

化を推進するとともに，国の委員会等へ積極的に情報を発信して評価を受けることを通じ，国の

基盤的研究開発の計画的かつ効率的な推進を図るための仕組みが構築された。また，サイクル機

構は第２次取りまとめ以降の研究開発成果を取りまとめるとともに研究開発の方向性を併せて示

すため，「高レベル放射性廃棄物の地層処分技術に関する知識基盤の構築」6)を平成 17 年 9 月に

公表した。 

平成 17 年 10 月には，機構が発足するとともに，原子力委員会により原子力政策大綱 7)が公表

された。原子力政策大綱では，研究開発について，機構を中心とした研究開発機関に，「深地層の

研究施設等を活用して，深地層の科学的研究，地層処分技術の信頼性向上や安全評価手法の高度

化等に向けた基盤的な研究開発，安全規制のための研究開発を引き続き着実に進めるべきである」

ことを求めるとともに，研究開発成果については，「海外の知見も取り入れつつ，地層処分に係る

最新の知識基盤として整備・維持され，NUMO の最終処分事業や国の安全規制において有効に活用

されることが重要」であることを示した。 

機構発足に伴い公表した中期計画（平成17年度下期から平成21年度まで）（以下，「機構の中期

計画」）8)では，「機構は，我が国における地層処分技術に関する研究開発の中核的役割を担い，

                                                  
1 国及び関係機関は，最終処分の安全規制，安全評価のために必要な研究開発，深地層の科学的

研究などの基盤的研究開発，地層処分技術の信頼性向上に関する研究開発を積極的に進めていく

との方針。 
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処分実施主体である原子力発電環境整備機構による処分事業と，国による安全規制の両面を支え

る技術を知識基盤として整備していく。」とし，地層処分に関する研究開発として地層処分研究開

発と深地層の科学的研究の二つの領域を設け，他の研究開発機関と連携して研究開発を進め，そ

の成果を地層処分の安全確保の考え方や評価に係る様々な論拠を支える知識ベースとして体系化

することとしている。また，地層処分研究開発では，以下の計画に基づく成果を知識ベースの整

備に反映することとしている。 

－工学技術の信頼性向上や安全評価手法の高度化のため，人工バリア等の長期挙動や核種の移行

等に関わるモデルの高度化を図り，データを拡充するとともに，評価に必要となるデータの標

準的取得方法を確立する。 

－地質環境データ等を考慮した現実的な処分システム概念の構築手法や全体システムモデルを整

備するとともに，掘削深度を考慮して，設計，安全評価手法の深部地質環境での適用性確認を

行う。 

現在，調整会議では，原子力政策大綱との整合性を図り，また研究開発全体の体系化や関係研

究機関間の連携を推進するため，「全体マップ」の見直し作業を行っているところである。 

本報告書では，「機構の中期計画」を踏まえ，「全体マップ」における性能評価の分野について，

調整会議で進めている「全体マップ」の見直し作業と整合をとりつつ，当面５ヵ年の性能評価分

野の計画書を作成することとする。 

なお，平成 17 年 6 月には，原子力安全委員会により「日本原子力研究開発機構に期待する安全

研究計画」9)（以下，「安全研究計画」）が示されており，事業と規制に共通の知識基盤を整備す

るという観点から，本計画書では「安全研究計画」との整合性にも留意することとする。 

また，本計画書はあくまで現時点のものであり，処分事業，規制策定に関わる進展や深地層の

研究施設計画の状況，さらには調整会議での計画の見直しなどに応じて柔軟に改訂することとす

る。 
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２．計画書の作成方針 

 

１章で述べた「全体マップ」では，地質環境評価技術，処分技術，性能評価の３つの研究開発

分野に制度的管理技術／社会対応技術を加えた構成で研究開発要素を整理している（表１）。本計

画書では，「全体マップ」の性能評価分野の研究開発要素の枠組みを参考とし，「機構の中期計画」

を踏まえ，「安全研究計画」を勘案して，これまでの研究によって示された課題等を対象とし，今

後５年を目途に実施すべき研究の項目とその内容等を記述する。 

 

分野 分類

ａ） 全体（適用性検討）
ｂ） オーバーパック
ｃ） 緩衝材

ａ） 水理・物質移行
ｂ） 収着・拡散現象
ｃ） コロイド・有機物・微生物

② 収着・拡散データベースの整備

  表１　全体マップにおける研究開発要素の整理の枠組み

① ガラス固化体からの核種溶出
② 人工バリア中の核種移行

④ 生物圏での移行／被ばく
① 放射性元素の熱力学データベースの整備

① シナリオ解析技術
② 変動・接近シナリオ
③ 不確実性評価技術
④ 総合的な安全評価技術

⑤ 岩盤の応力・熱特性
⑥ 物質移動特性
⑦ 地質環境調査技術高度化

② 支保・グラウド・シーリング

（３）深地層の工学的技術の基礎の開発

① 総合的な調査・評価
② 地質・地質構造
③ 地下水流動特性
④ 地球化学特性

① 地震・断層活動
② 火山・火成活動
③ 隆起・浸食
④ 気候・海水準変動

③ 岩盤中の核種移行

③ 建設・操業・閉鎖等の工学技術
① ガラス固化体
② 緩衝材
③ セメント・コンクリート
④ 岩盤
⑤ 熱-水-応力-化学連成評価技術
⑥ ガス移行挙動

（Ｃ）性能評価

（１）評価手法

（２）モデル化技術

（３）データベース開発

（Ｄ）制度的管理技術／社会対応技術

研究開発要素ＩＤ
細目

（Ａ）地質環境評価技術

（１）地質環境の長期安定性

（２）地質環境特性

（Ｂ）処分技術

（１）工学技術

（２）長期健全性

① 人工バリア（オーバー
　　パック／緩衝材）

 

 

「全体マップ」を参考とした本計画書の対象研究項目は以下のとおりである。 

・評価手法 

‐シナリオ解析技術 

‐不確実性評価技術 

‐総合的な安全評価技術 
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・モデル開発 

‐人工バリア中の核種移行（地下水化学，間隙水化学，ガラス固化体からの核種溶出，緩衝材

中の核種移行） 

‐天然バリア中の核種移行｛岩盤中の核種移行（岩盤中の水理･物質移行特性把握，収着･拡散

現象），コロイド・有機物・微生物｝ 

・データベース開発 

‐放射性元素の熱力学データベースの整備 

‐収着･拡散データベースの整備 

 

「全体マップ」の見直し作業においては，第２次取りまとめまでの成果及び第２次取りまとめ

以降５年程度の成果の整理を踏まえ，今後の当面５年程度の計画をまとめている。 

本計画書では，研究の必要性や意義に基づいた目的と第２次取りまとめまでの成果や第２次取

りまとめ以降５年程度の成果とをまとめて，「目的とこれまでの成果」として記述することとする。

また，今後の当面５年程度の計画を「当面５年程度（平成 22 年度頃まで）の計画」として記述す

ることとする。 

このような多岐にわたる研究の実施においては，資源エネルギー庁委託事業（以下，「エネ庁事

業」）との連携を図りつつ効率的に進める必要がある。計画においては，関連する連携研究につい

ても記述する。 

 

 
 

 

 

 

 

 



JAEA-Review 2006-015 

5 

３．個々の研究の計画 

 

３．１ シナリオ解析技術 

 

(1) 目的とこれまでの成果 

安全評価におけるシナリオは，サイト選定や処分場の設計に基づく地層処分システムの将来挙

動を記述するものであり，その構築手法などの解析技術を整備することは，安全評価の枠組みを

設定するために重要である。 

本研究では，与えられた条件（地質環境条件，設計条件，処分システムなど）に対する柔軟な

適用性，また調査研究の進展に伴い利用可能になる地質環境条件の情報や現象理解等の変遷への

対応性を向上させるためシナリオ解析技術の拡張・改良を行うとともに，透明性，追跡性，合理

性及びわかりやすさに加え，感度解析に基づいて設定する安全評価パラメータの相対的な重要度

などの定量的な論拠等により不確実性を有するシナリオの重要度を提示することを可能とするシ

ナリオ解析手法の高度化の検討を行う。また，実際の地質環境や処分システム等を参照し，天然

現象等による擾乱の処分環境・システム性能への影響を熱－水理－力学－化学（以下，THMC）を

介して解析する手法の適用と THMC の影響の程度と互いの関係の定量化を目指すとともに，THMC

と安全性に影響を及ぼすパラメータとの関係を詳細に把握することを目的とする。 

シナリオ解析技術の高度化の概念を図１に示す。また，天然現象の影響評価手法の高度化の概

念を図２に示す。 

 

 

 

図１ シナリオ解析技術の高度化の概念 

・重要シナリオの抽出過程の明確化
・抽出されたシナリオが安全評価上重要なシナ
リオであることの客観的証拠に基づく提示

・事象／シナリオの網羅性の確認

安全評価上重要なパラ
メータとの対応の整理

相
関
関
係

相
関
関
係相関関係

相関関係

対応付けされないFEPの存在の認識と対応

・安全評価パラメータの
相対的重要度
･成立条件

不確実性の影響評価
（感度解析）

安全評価
上重要な
パラメータ FEPのマトリクス

安全機能の
マトリクス

FEPのマトリクス

安全機能の
マトリクス

①安全評価結果のフィードバック ②重要シナリオ抽出手法の検討
③抽出プロセスの明確化
④ FEPの分析手法の合理化

FEPの相関関係 個別現象、設計、地質
環境調査などから得ら
れるFEP情報

システムの理解

安全評価シナリオ

安全評価
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図２ 天然現象の影響評価手法の高度化の概念 

 

第２次取りまとめにおいては，幅広い地質環境を対象として，FEP 情報とインフルエンスダイ

アグラムを基本としたシナリオ構築技術を整備するとともに，安全評価に用いる基本シナリオを

例示した。また，変動・接近シナリオとして，天然現象（地震・断層活動，火山・火成活動，隆

起・侵食及び気候・海水準変動），初期欠陥（不完全な密封によるオーバーパックの早期破損，シー

リングミスによる卓越的移行経路の発生），将来の人間活動（井戸の掘削と採水）について，簡略

かつ仮想的なシナリオの設定と評価結果を例示した。さらに，隕石の衝突頻度や臨界などの希頻

度事象については，既往の評価事例に基づき，それらの発生可能性は非常に低く，処分システム

に影響を及ぼす可能性は極めて小さいと判断した。 

また，第２次取りまとめ以降，基本シナリオのシナリオ構築技術について，FEP 情報の処理プ

ロセスの効率化等の向上のための処理･整理手法を構築した。さらに，天然現象を起点とする変

動・接近シナリオの構築および評価について，過度な保守性を排し，より現実的な評価を行うた

めに，天然現象の発生や影響に関する知見を「THMC 情報シート」の形式で整理することなどによ

り効果的に取り込む手法を構築した。 

①FEP 情報の処理手法の構築 

煩雑で時間のかかる FEP の相関関係の処理について，その効率化を図るとともに，透明性，追

跡性，合理性及びわかりやすさを向上させるための基本的手法として，FEP の相関関係のマト

リクス形式での整理と階層化を導入した FEP 情報の処理手法を構築した。また，この手法の実

施を支援するための計算機ツールのプロトタイプを構築した。 

②天然現象を発端とした変動・接近シナリオの構築・評価手法の構築 

天然現象に係わる場の特徴（発生様式・影響様式・地域性など）に関する知見を，シナリオの

構築および影響評価に効果的に取り込むための基本的手法として，包括的な作業手順を整理す

Step3:地質環境条件の変化に基づく

シナリオの類型化

天然現象に関する知見
地質環境に関する知見
地球化学に関する知見
その他の知見

Step4:それぞれのシナリオについて
のモデル・解析条件の設定

Step2:対応する地質環境条
（THMC：熱－水理－力学－化学）

の変化の検討

①天然現象の
特性とTHMCの
関係の定量化

②THMCの変遷と安
全評価上の重要パ
ラメータとの関係
の整理

③安全評価上重
要なパラメータ
に基づく変動シ
ナリオの重要度
の定量化

④事象の発生確率、
時間依存性

Step1:天然現象プロセスの記述

安全評価の検討

Step5:影響解析

天然現象に関する検討
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るとともに，個別作業について，天然事象を発端とした地質環境条件の変化に関する知見を熱，

水理，力学，化学の分類で収集・整理する手法（THMC 情報シート），および地質環境条件の変

化が処分環境・システム性能に与える影響の伝播をマトリクス形式で整理する手法を構築した。 

 

(2) 当面５年程度（平成 22 年度頃まで）の計画 

シナリオ構築・評価技術について，与えられた条件に対する柔軟な適用性，また調査研究の進

展に伴い利用可能になる地質環境条件や設計条件などの情報や現象理解等の変遷への対応性を向

上させるための技術の拡張・改良と体系化を検討する。 

①基本シナリオを対象とした FEP 情報に基づくシナリオの構築・評価技術の整備・体系化 

平成 17 年度までは，FEP 情報の処理に関する基本的な手法を構築したが，FEP 情報に基づくシ

ナリオの構築やスクリーニングに係わる技術を整備し体系化するまでは至っていない。そのた

め，平成 18 年度以降基本シナリオを対象に以下の検討を行う。 

・平成 17 年度までに構築した FEP 処理技術を，与えられた条件に対して柔軟に適用できるよう

に，また調査研究の進展に伴い利用可能になる地質環境条件や設計条件などの情報や現象理

解等の変遷に適切に対応できるように拡張・改良する。そのうえで，FEP 情報から安全評価

用のシナリオの構築までを一貫した体系として行うことのできるレベルまで向上させる。そ

れら一連の技術を体系的かつ利用しやすい形で整備する。 

・特にスクリーニングに関しては，安全評価で必要となるシナリオの相対的な重要度の評価に

ついて，FEP 情報に基づく定性的なスクリーニング，および感度解析に基づいて設定する安

全評価パラメータの相対的な重要度などの定量的なスクリーニングプロセスおよび技術を

整備する。 

・これら技術については，深地層の研究施設計画などから得られる情報を例とした適用を通じ

て，有効性の確認およびシナリオのバリエーションの試作例を示す。 

②天然現象に起因する変動・接近シナリオの構築・評価技術の整備・体系化 

平成 17 年度までは，天然現象に係わる場の特徴に関する知見を，シナリオの構築および影響評

価に効果的に取り込むための THMC 情報シートなどの基本的手法を構築したが，その適用性の検

討は火山活動についてのシナリオの試作までにとどまっており，他の事象への適用および影響

解析までの展開を踏まえたシナリオの構築やスクリーニングに係わる技術を整備し体系化する

までは至っていない。そのため，平成 18 年度以降以下の検討を行う。 

・平成 17 年度までに構築した手法を，場の特徴に関する事例研究等による既存の知見に基づき

他の事象に適用するとともに影響解析まで展開することを通じて，安全評価用のシナリオの

構築から影響解析までを一貫した体系として行うことができるレベルまで向上させ，それら

一連の技術を体系的かつ利用しやすい形で整備する。体系化においては，上記の FEP 情報に

基づくシナリオの構築・評価技術に関する成果も取り込みつつ行う。 

・特にスクリーニングに関しては，安全評価で必要となるシナリオの相対的な重要度の評価に

ついて，天然現象に係わる場の特徴や発生の可能性などに係わる知見に基づく定性的なスク

リーニング，および影響解析結果（含む感度解析）に基づく定量的なスクリーニングのプロ

セスおよび技術を整備する。 

・これら技術については，事例研究の調査結果や深地層の研究施設計画などから得られる情報

を例とした適用を通じて，有効性を確認するとともに，シナリオの構築・評価例を参照でき

るように整備する。 

なお，本成果は「3.3 総合的な性能評価技術」などへ反映することが必要である。また，FEP

情報の整備，感度解析の問題設定や条件設定，天然現象に係わる場の特徴および影響解析の条件
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設定等については，地質環境調査，設計研究，個別現象研究と密に連携しつつ，それらの成果を

進捗に応じて取り込んでいくことが重要である。さらに，個別の技術については，必要に応じて

関係機関と調整・連携していくことが重要である。 

 

３．２ 不確実性評価技術 

 

(1) 目的とこれまでの成果 

地層処分の安全評価においては，天然の地層が有する場の不均質性や長期にわたる評価期間に

起因する不確実性を適切に評価できるようにすることが，安全評価の信頼性を向上させるうえで

の重要な課題のひとつである。 

本研究では，安全評価の信頼性の向上を図るため，第２次取りまとめ以降の検討により認識さ

れた課題（不確実性の要因の分類およびそれに応じた不確実性の定量化技術の整備，不確実性の

影響評価技術の高度化および体系化）を踏まえ，不確実性評価技術の高度化に関する検討を行い，

処分の安全性に影響を及ぼす多種多様な不確実性に関する評価技術の向上と知見の体系化を図る

ことを目的とする。 

図３に不確実性評価技術の高度化の概念を示す。 

 

②不確実性の影響評価技術の高度化
および体系化

・個別の事象研究から得られる知見の核種移行解析モ
デルや核種移行解析パラメータへの変換
・事象やプロセスの生起可能性，バリア特性の時間変
遷などを考慮した影響評価が可能な解析体系の整備
・重要パラメータ抽出技術の高度化及び体系化
・個別の事象研究の優先度の設定や安全裕度の定量化
などに資することをねらいとした情報の整理

個別の事象研究

地質環境調査
設計研究
個別現象研究

①不確実性の要因の分類およびそれに
応じた不確実性の定量化技術の整備

・要因や安全評価上の取扱いの違いなどの観点から
の不確実性の分類・整理
・多様な不確実性の要因に応じたパラメータの分布
設定の作業内容や留意点の整理

知見

知見

 
 

図３ 不確実性評価技術の高度化の概念 

 

第２次取りまとめにおいては，決定論的なアプローチを基本とし，幅広い地質環境を対象とし

たシステムの多様性，データ，モデル，およびシナリオの不確実性による個別の影響評価と，そ
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れらの組み合わせによる評価を実施した。 

また，第２次取りまとめ以降，安全評価の信頼性の向上を図るため，第２次取りまとめまでに

認識された課題に基づき，データ及びモデルについての不確実性評価の基盤となる以下の個別要

素技術（パラメータの分布設定技術，パラメータの不確実性の影響評価技術，代替モデル）を開

発・整備した。 

①パラメータの分布設定技術の開発・整備 

パラメータの不確実性が結果に与える影響を評価するためには，その変動範囲や現象理解に

関する情報に基づきパラメータの不確実性を定量化（分布設定）することが必要である。特に，

特定の場所を対象とした調査研究の初期の段階においては，パラメータの不確実性を定量化す

るための情報が十分に存在しない状況が考えられる。このため，パラメータの不確実性を定量

化するための情報が十分に存在しない状況下で分布を設定する手法のひとつである誘出法を対

象に，幌延の環境条件における分配係数の分布設定を例題として適用した。この適用を通じて，

分布設定の具体的な手順や作業内容を整理するとともに，作業上の留意点として環境条件など

の基盤情報が過度に偏らないようにする（例えば，幌延の環境条件における鉱物組成の種類と

存在量を関係者間で共有する）ことの重要性が確認された。 

②パラメータの不確実性の影響評価技術の開発・整備 

パラメータの不確実性が結果に与える影響を定量的に示すことは，評価の信頼性を向上させ

る上で重要な課題である。また，結果に与える影響が大きなパラメータの不確実性を分析し抽

出することは，パラメータの不確実性の定量化に関わる研究開発の優先度を検討する上で重要

な情報となる。このための技術として，複数のパラメータの不確実性の影響を網羅的かつ効率

的に解析することが可能な核種移行解析モデルを構築するとともに，第２次取りまとめで設定

したパラメータの不確実性を考慮したモンテカルロシミュレーションを行い，その影響を定量

的に例示した。さらに，パラメータの不確実性の影響の相対的な重要度を分析，抽出するため

の技術として，モンテカルロシミュレーションの結果に対する重回帰分析，クラスタ分析，決

定木分析などの統計的手法の適用を検討し，それら手法の特徴等を整理するとともに，目的に

応じた使い分けの必要性を提示した。 

③モデルの不確実性を評価するための代替モデルの開発 

モデルの不確実性については，対象とする現象についての理解度によって，概念モデル上の

仮定が複数考えられ一意的に決まらないことが一因になると考えられる。この場合，その不確

実性を，複数の代替的なモデルとして表現するとともに，複数の代替的なモデルの違いが評価

結果に与える影響を把握しておくことが必要である。このため，第２次取りまとめにおいて保

守的に簡略化されたプロセスである掘削影響領域での核種移行について，複数の代替的なモデ

ルを構築し，モデル化の違いが評価結果に与える影響を定量的に明らかにすることにより，各

モデルの特徴を整理した。 

 

(2) 当面５年程度（平成 22 年度頃まで）の計画 

①不確実性の要因の分類およびそれに応じた不確実性の定量化技術の整備 

不確実性の定量化について，第２次取りまとめ以降，パラメータの不確実性のみを単独でと

らえて，その定量化（分布設定）の技術を検討した。本計画では，パラメータの不確実性のみ

ならず，モデルやシナリオの不確実性との関係にも着目して以下の検討を行う。 

・現象の不規則性や現象に関する知識の欠落などの要因の違いおよびシナリオ，モデル，パラ

メータといった安全評価上の取り扱いの違いや類似性の観点から，不確実性を分類・整理す

る。 
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・特に，パラメータの分布設定については，取得データの誤差等に起因する不確実性，シナリ

オや現象理解の不十分さに起因する不確実性，安全評価の入力パラメータの設定作業に起因

する不確実性などの多様な要因と関係づけて分布を設定することが必要になるため，それぞ

れの要因に応じた分布設定の作業内容や留意点を整理する。 

②不確実性の影響評価技術の高度化および体系化 

不確実性の影響評価技術について，第２次取りまとめ以降，パラメータの不確実性およびモ

デルの不確実性のそれぞれについて，いくつかの例を対象にした検討を行った。本計画では，

上記の「不確実性の定量化技術の整備」の結果も踏まえ，不確実性の影響評価技術を高度化す

るとともに，それら技術を体系的に整備することをねらいとして，以下についての検討を行う。 

・実際の地質環境などから得られる個々の事象，プロセス，特性に関する不確実性に関わる知

見を含む研究成果を，核種移行解析モデルに取り込めるモデルあるいはパラメータの形式に

変換する。さらに，それら事象やプロセスの生起可能性，バリア特性の時間変遷あるいはそ

の組み合わせなどを考慮した影響評価が可能な解析体系を整備する。 

・パラメータの重要性に関する理解を深めるために，統計的手法の組み合わせによる分析精度

の向上，ある線量をしきい値とした時のその線量を下回るためのパラメータ値の組合せの抽

出，などに関する個別技術を整備する。さらに，それら手法を体系的に整理するとともに，

手法の適用結果をデータ取得，個別の事象研究の優先度の設定や安全裕度の定量化などに資

する情報として整理する。 

なお，本成果は，「3.3 総合的な性能評価技術」に反映することが必要である。また，地質環

境調査，設計研究，個別現象研究と密に連携し，個々の事象・プロセス・特性に関する研究成

果を進捗に応じて取り込んでいくことが必要である。 

 

３．３ 総合的な性能評価技術 

 

(1) 目的とこれまでの成果 

本研究では，地質環境調査，設計研究，個別現象研究，シナリオ解析研究および不確実性評価

研究など多様な分野から得られる最新の成果を利用し，多様な地質環境，処分概念，シナリオに

適用可能な柔軟性と網羅性を有し，品質保証された結果の提示を可能とする総合的な安全評価体

系を例示する。図４に総合的な安全評価体系の高度化に関する検討項目を示す。 

総合的な性能評価技術に関しては，第２次取りまとめまでに，わが国の幅広い地質環境を一般

化して扱い，処分システムの各サブシステムに対応する評価モデルを接続した総合的な評価体系

を構築し評価を実施した。 

また，第２次取りまとめ以降は，実際の地質環境及び処分システムの条件への適用に向けて，

地層処分システムの総合的な性能を適切かつ合理的に評価・判断するための全体フレームの概念

の検討（考慮すべき要素／その構造／評価手法／ツール）と実際の地質環境や処分システムへの

適用に向けての課題の抽出を行うため，以下の検討を実施した。 

・全体フレームの検討として，実際の地質環境の調査研究から物質移行解析にいたる一連の評価

の作業フローおよび作業内容の具体化，スケールに応じた評価手法・ツールに関する既存の知

見の整理と処分場スケールを対象としたモデルの開発，各種の地球化学情報を統合し化学条件

を推定するための方向性と課題等の整理，多重バリアの長期安定性の傍証となるナチュラルア

ナログ事例の調査・整理，および安全性の理解促進のための説明技術の開発。 

・種々の調査や研究開発から得られる成果などの多くの技術的な情報とその利用形態等を体系的

に管理することを目的とした技術情報統合システムを開発。 
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図４ 総合的な安全評価体系の高度化に関する検討項目 

 

 (2) 当面５年程度（平成 22 年度頃まで）の計画 

第２次取りまとめ以降の検討により，地層処分システムの性能を適切かつ合理的に評価・判断

するための全体評価フレームの概念に関する検討とフレームを構築するための課題抽出が行われ

た。そこで，検討した概念や抽出した課題に基づき，多種多様な条件に適用可能な柔軟性のある

評価手法の検討整備，安全評価の網羅性の確保に資する情報の整備，ならびに評価結果の品質を

保証するための手順の構築と評価結果の提示手法の検討整備として，以下の検討を実施する。 

①多様な環境に対する柔軟性 

地下研究施設における地質環境調査や設計研究，個別事象研究から得られる成果に基づき，多

様な地質環境，処分概念，シナリオに適用可能なモデルチェーンを設定するための評価技術・

情報の整備を行う。また，個々の評価モデルに関連する情報・データ，それらに基づいて評価

を行うための評価技術・手法の整備統合を実施する。 

これらの検討の実施においては，全体評価システムと個別モデルの関係（階層構造）に関する

知見が有用である。既存の知見について整理した結果を付録「全体システム／個別モデルの階

層構造を整理するための図式化」に示す。 

②評価の網羅性 

不確実性評価技術の検討の結果から得られる「安全性確保に関して影響の大きい重要事象，優

先的に実施すべき研究課題等や影響の小さい事象，無視しうる事象等」に関する情報をシナリ

オ解析技術や個別事象研究等にフィードバックし，安全性に対するシナリオや事象の影響の程

度に関する定量的･定性的情報を体系的にとりまとめ，安全評価の網羅性の確保に資する情報を

整備する。 

③評価結果の品質保証 

品質保証および安全評価の信頼性の確立のための要求事項やそれに対する適合性評価（標準・

規格･規定を製品･サービス･プロセスといったものが満たしているかどうかを確認する行為

②評価の網羅性

・個別現象、シナリオ開発、不確実性解析技術に関わる知見を反映し
た網羅性の高い安全評価手法の例示と安全性確保のための重要研究
対象の提示

③評価結果の品質保証

・品質保証のための要求事項の設定と適合性評価＊のための評価項目、手順の
設定
・安全及び評価の信頼性の確立のための要求事項の設定ならびにそれに対す
る適合性評価のための評価項目、手順の設定
・安全評価結果の平易性、網羅性を考慮した表現手法の検討
＊標準・規格･規定を製品･サービス･プロセスといったものが満たしているか
どうかを確認する行為（Conformity Assessment)

多様な地質環境、処分概念、シナリオに適用可能な評価手法、モデルチェーンの
設定を可能とする評価手法、評価モデルに関する情報の整備

①多様な環境に対する柔軟性



JAEA-Review 2006-015 

12 

（Conformity Assessment)）のための項目・手順について検討整備するとともに，安全評価結

果の平易性，網羅性を考慮した表現手法についても検討整備する。 

 

なお、総合的な安全評価体系の高度化についてはエネ庁事業で進められる研究と綿密な連携を

取り，必要に応じて共同研究として適切な役割分担のもとに研究を実施する。 

 

３．４ 人工バリア中の核種移行 

 

３．４．１ 地下水化学 

(1)目的とこれまでの成果 

本研究では，安全評価で必要となる地下水水質を設定するためのモデルの信頼性向上を目的と

する。 

第２次取りまとめまでに，地質環境を特定しない地下水水質を設定するための手法として，化

学平衡論に基づく地下水水質形成モデルを構築し，安全評価における地下水水質設定に反映した。 

第２次取りまとめ以降，化学平衡論に基づく地球化学モデルにより，具体的な地質環境におけ

る深部地下水の地表での測定値に対する信頼性評価を行うと共に，地表での測定値と地球化学モ

デルを用い，深部地下水水質を推定する手法の例示を目的とし，以下の成果を得た。 

地表からの調査段階では，ボーリング孔内での pH, Eh などの原位置測定または採水後の地表で

の測定になるが，原位置測定のデータは限られ，大部分のデータは採水後に地表で測定されたも

のになる。その場合，データの信頼性評価や地表で測定されたデータをもとに原位置の地下水水

質を推定するための補正手法の検討が重要になる。そこで，実際の地質環境として，茂原や幌延

の堆積岩中海水系地下水を例に，地下深部で採水され，地表で測定されたデータ（pH や Eh）の信

頼性について，深部地下水水質を支配すると考えられる地球化学的知見や地層中に認められる鉱

物に関する情報との整合性をもとに検討した。その結果，地表で測定されたデータは，深部地下

水水質を支配していると考えられる地球化学的知見や地層中の鉱物情報と整合していなかった。

そこで，採水に伴う水質変化の要因として溶存ガス（炭酸ガス，微量の硫化水素ガス）の遊離を

仮定し，地層中に認められる水質を支配すると考えられる鉱物の情報と整合するような補正を

行ったうえで水質を推定する方法を例示した。茂原および幌延の事例から，地表で測定されたデー

タをもとに深部地下水を推定するためには，少なくとも溶存ガスの遊離による影響に対する補正

が重要であることが示された。 

また，地質環境の調査・解析から物質移行解析に至る一連の方法論の検討の一環として，深地

層の研究施設計画からの地質環境情報や深部地下水水質を支配すると考えられる地球化学的知見

をもとに，化学平衡論に基づく地球化学モデルにより，物質移行解析の基点として設定された深

度 1000m(瑞浪）および深度 450m（幌延）の地下水水質を設定した。 

 

(2)当面５年程度（平成 22 年度頃まで）の計画 

平成 17 年度までに，地上からの調査で得られたデータをもとに，立坑掘削前の擾乱されていな

い地下水水質を推定する手法を提示した。平成 18 年度以降は，提示した手法の与えられた地質環

境への適用性について検討すると共に，立坑掘削に伴い環境条件が変化する範囲や程度を推定す

るモデルを開発することを目的とし，以下の研究開発を進める。 

・幌延の深地層の研究施設計画を例に，地上からの調査で得られた原位置測定結果とこれまでに

提示した推定手法による結果を比較し，手法の適用性について検討する。 

・地上からの調査で得られたデータをもとに，データの品質確認，水質の空間分布の把握，統計
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学的解析に基づく水質の類型化や水質形成機構の考察，熱力学的解析に基づく水質を支配して

いると考えられる代表的な鉱物－水反応の推定および既存の地球化学的知見や鉱物情報との整

合性確認などを行い，水質形成モデルを構築する。構築された水質形成モデルを掘削前の初期

条件とし，水理学的影響を考慮した地下水化学モデルを開発し，掘削に伴い環境条件が変化す

る範囲や程度を推定する。 

また，国内外の原位置試験や地下研での事例をもとに，地球化学情報の統合化技術を開発する

ため，地下水の実測データの品質確認から水質形成モデルの構築に至るまでの一連の技術と知見

の体系化を行う。 

なお，幌延を例にした水質形成機構の考察や水質形成モデルの適用性検討については，エネ庁

事業で進められている研究と連携して実施する。同様に地球化学情報の統合化技術の開発につい

てもエネ庁事業と連携して実施する。 

 

３．４．２ 間隙水化学 

(1)目的とこれまでの成果 

本研究では，安全評価で必要となる間隙水質を設定するためのモデルの信頼性向上を目的とす

る。 

第２次取りまとめまでに，バッチ試験に基づいた間隙水化学モデルを構築し，安全評価におけ

る圧縮ベントナイト中の間隙水水質の設定に反映した。 

第２次取りまとめ以降，圧縮ベントナイト中間隙水水質の時空間変化を把握するための測定手

法の開発およびデータ取得を行うことを目的とし，以下の成果を得た。 

第２次取りまとめで設定した間隙水水質は，均一な単一領域における平衡状態での推定値を用

いているものの，処分後の緩衝材中では，地下水の再冠水後，溶質の拡散や化学反応の進展に伴

い，間隙水水質に時空間分布が生ずると考えられる。このため，蒸留水，海水系，アルカリ環境

での圧縮ベントナイト間隙水（pH，イオン濃度）の時空間変化を測定する手法を開発し，データ

を取得した。また，天然ベントナイト鉱床における間隙水の空間分布に関するデータも取得した。

これらのデータは緩衝材埋設後の初期および長期における間隙水水質の空間分布を推定する上で

の参考データとして利用可能である。 

 

(2)当面５年程度（平成 22 年度頃まで）の計画 

与えられた環境条件に応じて圧縮ベントナイト中の間隙水水質の推定ができるモデルの構築，

条件を変えた系での間隙水化学データの取得などを通じ，モデルの適用性検討を行うとともに，

一連の技術と知見の体系化を行うことを目的とし，以下の研究開発を進める。 

・与えられた地質環境への適用性確認として，幌延の地下水を用いたベントナイト－水反応試

験を行い，間隙水水質形成モデルによる評価と比較し，モデルの適用性について検討する。 

また，試験手法，モデル解析といった一連の手法を体系的にまとめ，知見を整理する。 

 

３．４．３ ガラス固化体からの核種溶出 

 

(1) 目的とこれまでの成果 

本研究では，人工バリア材料ごとの個別の現象理解に基づき，与えられた環境条件における人

工バリア材料間での相互作用を考慮した，より現実的なガラス固化体からの核種溶出評価手法を

提示する。 

ガラス固化体からの核種溶出に関しては，第２次取りまとめまでに，溶存ケイ酸濃度が飽和に
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達すると考えられる定常の長期溶解速度データを整備し，また，固化体製造時やオーバーパック

腐食生成物の応力による割れの影響を表面積を増加（10 倍）させることにより考慮したモデルを

構築し，結果として，ガラス固化体全量が約 7万年で溶解するとの推定結果を得た。 

また，第２次取りまとめ以降は，幅広い地質環境や人工バリア材料等との相互作用を考慮した

長期溶解速度のデータや表面積変化に関する知見を拡充し，表面変質層の生成とその効果等を考

慮したガラス長期溶解評価手法を提示するため以下の検討･作業を実施した。 

①高アルカリ環境下でのガラスの浸出挙動 

・高アルカリ環境等でのガラス浸出挙動や表面変質層の特性の把握を目的として，ガラス浸出

試験を実施し，水の拡散をもとにした水和変質を考慮した解析を行った。表面変質層の生成

は pH 条件により異なり，pH11 以下のスメクタイト生成条件ではガラス浸出／変質速度は遅い

ことが分かり，ガラス長期溶解評価について水和変質の重要性を提示した。 

②ガラスのデータベース構築 

・ガラス溶解速度に関するデータを整理し活用しやすくするために，主要な文献等から約 800

件のデータを抽出・整理し，検索が可能なデータベースのプロトタイプを構築した。 

③ガラス固化体の割れの影響評価 

・ガラス固化体の割れによる表面積の増加のガラス溶解への影響に関する知見を得るために，

割れによる表面積の増加がガラス溶解速度に比例的には影響しないことを解析により示し，

第２次取りまとめでの設定の妥当性を確認した。 

④ガラスのナチュラルアナログ研究 

・処分環境と整合性のある火山ガラスの変質事例調査として，地下深部のボーリングコア中の

火山ガラス変質を調査した。地温 70℃付近で存在していた火山ガラスは変質鉱物として斜プ

チロル沸石，モンモリロナイトが観測され，40℃付近ではほとんど変質していなかった。 

 

(2) 当面５年程度（平成 22 年度頃まで）の計画 

①実ガラスを用いた浸出試験 

・現実的なガラスの長期浸出挙動の把握に関して，これまでは模擬ガラスを用いてアルカリ

環境での浸出挙動から知見を得た段階であり，人工バリア材料共存下での挙動，実ガラスと

しての挙動についての知見が不足している。そのため今後は，実ガラスからの核種の浸出試

験やベントナイト中へのガラス埋め込み試験を継続し，第２次取りまとめでの長期溶解速度

設定の妥当性を確認するとともに，埋め込み試験による核種浸出と核種移行の複合モデルの

検証を行い人工バリア中でのガラスの長期浸出挙動について人工バリア材との相互作用を

考慮した体系的な評価を行う。 

また，必要に応じて国内外の研究機関と連携を取り，これまでのガラス研究成果及び現在構築

中のガラスデータベースより必要な情報を提供するとともに，ガラスからの核種の浸出挙動に関

する定量的･定性的情報を体系的にとりまとめ，安全評価の網羅性の確保に資する情報を整備する。 

 

３．４．４ 緩衝材中の核種移行 

 

(1) 目的とこれまでの成果 

ガラス固化体表面や緩衝材間隙水中での放射性元素の濃度限度（溶解度）は，安全評価上重要

なパラメータである。したがって，より現実的な溶解度設定のために，処分環境条件における溶

解度制限固相や共沈現象に関する理解を進めることを目的とする。また，緩衝材への核種の収着

や緩衝材中での核種の拡散も核種移行を支配する重要な現象であり，現象理解を進め，それらの
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現象を安全評価に取り込むことに対する信頼性の向上に資するとともに，収着・拡散パラメータ

の設定やその不確実性の議論に利用可能な現象モデルに関わる知見の体系化や手法の整備を目的

とする。 

第２次取りまとめにおいては，熱力学的安定性や短期の溶解度試験結果などから保守性も加味

して適切な溶解度制限固相の選定を行うとともに，ラジウムについては簡易な共沈モデルを採用

した。また，収着・拡散現象については，一部の元素についてイオン交換や表面錯体モデルによ

る収着試験結果の考察が行われていたが，核種移行評価に直接的に用いられてはいなかった。 

第２次取りまとめ以降，アクチニドIV価酸化物固相の結晶化に関する知見を充足し，時間の経

過とともに溶解度が低減する可能性を示すとともに，ラジウム（および類似元素としてバリウム）

を用いて炭酸塩の共沈データの取得を行い，固溶体モデルによる評価手法を開発した。また，ア

クチニドIV価元素が混合した非晶質酸化物(UIV,NpIV)O2(am)の溶解挙動が理想固溶体モデルによ

り表現できることを示した。収着・拡散現象については，分配係数，拡散係数の環境条件依存性

に関するデータを取得し，そのメカニズムを明らかにすることで，環境条件に依存したパラメー

タの設定や，環境条件の変動を考慮した収着・拡散パラメータの変動幅の推定を行うことを可能

とする手法を開発することを目的として，以下の項目を実施した。 

・還元条件，炭酸共存系におけるネプツニウムのベントナイトへの収着試験を行い，溶液条件の

変化に伴う分配係数の変化は，溶液条件の変化に伴う溶存化学種の変化と溶存化学種ごとの分

配係数の違いの組み合わせで説明可能であることを示した。 

・OECD/NEA 収着プロジェクトへの参画で，熱力学的収着モデルの適用性や適用限界などの知見を

整理し，適切な情報が得られる場合には，モデルにより 1桁以内の精度で分配係数の推定が可

能であることを示した。 

・緩衝材中の陰イオンの実効拡散係数のイオン強度依存性に関するデータ取得を行い，得られた

傾向性について陰イオン排除効果により説明を行う等の理論的考察を実施した。さらに，各種

条件下における様々なイオンの拡散の活性化エネルギーを導出し，イオンの種類による緩衝材

の微細空隙構造中の拡散経路の違い等について考察した。 

・分子動力学，均質化解析手法を用い，水およびイオンのベントナイト中の拡散シミュレーショ

ン手法を開発した。 

 

(2) 当面５年程度（平成 22 年度頃まで）の計画 

今後は，現在までに進められてきた，核種の溶解現象，緩衝材への収着・拡散現象について，

実際の地質環境条件が与えられた際に，不確実性の取り扱いも含め，より現実的な溶解度，収着・

拡散パラメータの設定が行えるように，知見の体系化を行うこととし，具体的には以下の項目を

実施する。 

・適切な溶解度制限固相の選定に関わる情報を整備するとともに，溶解度の評価に資することを

目的とした共沈，固溶体に関する試験を進め，共沈や固溶体現象のモデル改良を行う。 

・収着モデルについては，熱力学的収着モデルの適用性のさらなる検討，現象理解を取り入れた

収着モデルの高度化を行い，与えられる地質環境を対象として分配係数を設定する際のデータ

取得方法，分配係数設定における収着モデルによる補完方法，設定値の不確実性の推定方法等

の開発を行う。また，緩衝材中での核種の収着挙動の理解の一環として，ラジウムの炭酸塩と

しての共沈挙動についても研究を進める。 

・拡散モデルについては，環境条件や溶存化学種等に依存した緩衝材中での移行経路等の拡散挙

動の把握およびそのモデル化を行い，与えられる地質環境を考慮した，実効拡散係数設定の際

のデータ取得方法，実効拡散係数設定におけるモデルによる補完方法，設定値に対する不確実
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性の推定方法等の開発を行う。 

・収着・拡散に関わる現象理解の向上と，収着・拡散モデルの開発を通じ，バッチ式収着試験で

得られる分配係数と拡散試験から導出される分配係数の整合性に関する検討を進める。 

・上記の収着，拡散モデルの開発を目的として，溶液条件（pH 等）を系統的に変化させた収着・

拡散試験の実施によるデータ取得を実施する。 

なお，本成果は「3.7 熱力学データベースの整備」「3.8 収着・拡散データベースの整備」に反

映するとともに，さらに「3.3 総合的な性能評価技術」などへも反映する。また，緩衝材中の共

沈現象を考慮した Ra の収着挙動に関する研究については，ポールシェラ研究所（スイス）との共

同研究として実施する。さらに，緩衝材の収着・拡散データの取得およびモデル開発については

エネ庁事業で進められる研究と綿密な連携を取り，必要に応じて共同研究として適切な役割分担

のもとに研究を実施する。 

 

３．５ 天然バリア中の核種移行 

 

３．５．１ 岩盤中の核種移行 

(1) 岩盤中の水理・物質移行特性把握 

1) 目的とこれまでの成果 

本研究では，核種移行評価上重要な岩盤中の水理・物質移行現象を評価可能なモデル化手法を

提示することを目的とする。 

第２次取りまとめまでに，結晶質岩，堆積岩とも，室内試験や原位置試験等から得られたデー

タに基づく三次元亀裂ネットワークモデルや連続体モデル等の詳細評価において保守性及び近似

性を確認した一次元平行平板の重ね合わせモデルを用いてバリア性能を評価した。 

また，第２次取りまとめ以降，概要調査での取得が想定されるデータに基づく水理・物質移行

現象のモデル化技術の提示と，深地層の研究施設計画等のデータを用いた適用性の提示を目標と

して研究開発を進めることにより，以下の成果を得た。 

・ 結晶質岩については，岩石中の単一亀裂，亀裂交差部，亀裂ネットワークにおいて，亀裂の開

口幅分布等の測定による不均質特性の把握および亀裂の開口幅分布等を考慮した水理・物質移

行のモデル化手法を提示した。堆積岩については，亀裂を含む岩石の水理・物質移行特性の測

定等により堆積岩中の亀裂が水理・物質移行現象に与える影響を把握した（図５）。これらの成

果は，核種移行評価における概念モデルおよびパラメータの設定に活用可能である。 

・ 処分場周辺における地下水による物質移行経路特性の詳細な評価を目的としたモデル化手法に

関して，調査データの量に応じた領域ごとの地下水流動を評価するためのモデル化が可能な入

れ子式モデル化手法等を開発した。開発したモデル化手法（図６）等により，概要調査での取

得が想定されるデータとして，瑞浪・幌延での地上からの調査研究段階の実際のデータを用い

た地下水流動モデルの構築と物質移行評価に必要な手法の適用性を提示した。これらの成果は，

処分場周辺スケールの地下水流動を詳細に把握し，核種移行評価に必要な移行経路や移行時間

等を把握するための手法として活用可能である。 

 

2) 当面５年程度（平成 22 年度頃まで）の計画 

これまでは，主にボーリング調査等に基づくデータおよび比較的小さなスケールの岩石試料等

を用いて，水理・物質移行特性の把握やモデル化手法の提示を目的とした検討を行った。今後は，

精密調査段階での調査及び評価に活用可能な知見・技術の整備として，深地層の研究施設計画の

進展に伴って取得可能なより大きなスケールの岩石試料等による室内試験や，立坑や水平坑道に
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おける調査データの量と質の増加を踏まえたモデル化手法の向上に関する検討を実施する。あわ

せて，データ取得およびモデル化における不確実性についての整理を行う。 

 

 

図５ 亀裂を含む堆積岩におけるトレーサー試験 6) 

（実験結果と解析結果の比較例） 

 

 

図６ 入れ子式モデル化手法 6) 

（地上からの調査段階における瑞浪地域を対象とした地下水流動モデル例） 

 

・ 水理・物質移行に対する亀裂の影響等の個別現象の理解，データ整備については，与えられた

地質環境条件に応じて柔軟に対応可能な水理・物質移行特性データの整備およびモデル化手法

の確立を目標として，瑞浪・幌延での掘削を伴う調査研究段階等で得られる調査データや，幌

延のより大きなスケールの岩石試料等を用いた室内試験の結果に基づき，核種移行評価上重要

な影響を及ぼす要因に関して，これまでの成果を踏まえ，より大きなスケールを含めた現象の

理解を深めるとともに，データの整備・拡充を行う。これらの成果は，核種移行評価における

概念モデルおよびパラメータの設定に際して，スケールの異なる室内試験とサイト調査結果と

の間を補間する知見として活用可能である。 

亀裂ネットワークモデル

地表堆積岩連続体メッシュ

透水係数 [m s-1]

1×10-10

1×10-6

1×10-7

1×10-8

1×10-9

亀裂ネットワークモデル

地表堆積岩連続体メッシュ

透水係数 [m s-1]

亀裂ネットワークモデル

地表堆積岩連続体メッシュ

透水係数 [m s-1]

1×10-10

1×10-6

1×10-7

1×10-8

1×10-9
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・与えられた地質環境条件に応じて柔軟に対応可能な水理・物質移行評価手法の整備・体系化お

よび実用性の向上を目的として，室内試験等における核種移行評価上重要な影響を及ぼす要因

に関する現象および特性の理解度や，サイト調査の段階に合わせ，地下水流動や物質移行に関

するモデル化手法・評価手法等を検討・整理する。それらの手法について，瑞浪・幌延での地

上および立坑や水平坑道からの調査で得られる地質環境データを用いた処分場周辺スケールで

の適用および，実測値や地上からの調査研究段階のデータのみによる評価結果との比較・検討

を通じた評価手法の体系化を図る。あわせて，モデル化における不確実性や核種移行評価上重

要な影響を及ぼす要因の抽出・確認を行う。これらの成果は，処分場周辺スケールの地下水流

動を詳細に把握し，核種移行評価に必要な移行経路や移行時間等を把握する上での，調査の進

展に応じた調査データの活用・モデル化手法の知見として活用可能である。 

 

なお，本成果を「3.3 総合的な性能評価技術」へ反映することや，本研究を地質環境特性に関

わる総合的な調査・評価，地下水流動特性，物質移動特性などに関する研究と密接に連携して進

めていくことが必要である。また，エネ庁事業における性能評価技術高度化などの外部機関との

連携により研究開発を効率的・効果的に進める必要がある。 

 

(2) 収着・拡散現象 

1) 目的とこれまでの成果 

岩盤への核種の収着や岩盤中での核種の拡散は核種移行を支配する重要な現象であり，現象理

解を進め，それらの現象を安全評価に取り込むことに対する信頼性の向上に資するとともに，収

着・拡散パラメータの設定やその不確実性の議論に利用可能な現象モデルに関わる知見の体系化

や手法の整備を目的とする。 

第２次取りまとめにおいては，室内試験や文献調査に基づき，マトリクス拡散深さ，分配係数，

拡散係数を保守的に設定し，亀裂内及びマトリクス部での移行遅延挙動を評価した。 

第２次取りまとめ以降，収着拡散現象については，分配係数，拡散係数の環境条件依存性に関

するデータを取得し，そのメカニズムを明らかにすることで，環境条件に依存したパラメータの

設定や，環境条件の変動を考慮した収着・拡散パラメータの変動幅の推定を行うことを可能する

手法を開発することを目的として，以下の項目を実施した。 

・OECD/NEA 収着プロジェクトに参画し，熱力学的収着モデルの適用性や適用限界に関する知見を

整理し，適切な情報が得られる場合には，モデルにより 1桁以内の精度で分配係数の推定が可

能であることを示した。 

・実際の地質環境として幌延地域の堆積岩を対象とした収着試験を実施し，Cs に対してイライト

が支配的な収着鉱物であるとするイオン交換モデルの適用性の検討を実施した。 

・岩石中の陰イオンの実効拡散係数のイオン強度依存性に関するデータ取得とその論理的考察を

実施した。 

・砂岩に対し，拡散試験から得られる Cs の分配係数と粉砕試料によるバッチ式試験から得られる

Kd の比較検討を行い，比表面積補正によりほぼ一致する結果を得た。この結果は，バッチ収着

試験データを母岩基質部へ適用する際の手法の検討に反映される。 

・花崗岩基質部（マトリクス）への拡散深さを調べるための室内試験により，溶質が 20 cm 以上

拡散侵入する可能性を示した。 

 

2) 当面５年程度（平成 22 年度頃まで）の計画 

岩石中の収着・拡散現象について，従来は主として現象理解を進めるための個別研究を進めて
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きた。今後は，現在までに進められて来た現象理解やモデルを基に，実際の地質環境が与えられ

た際に，不確実性の取り扱いも含め，より現実的な収着，拡散パラメータの設定が行えるように，

知見の体系化を行うこととし，具体的には以下の項目を実施する。 

・収着モデルについては，熱力学的収着モデルの適用性のさらなる検討を行い，与えられる地質

環境を考慮した，分配係数設定の際のデータ取得計画，分配係数設定における収着モデルによ

る補完方法，設定値に対する不確実性の推定方法等の開発を行う。 

・拡散モデルについては，環境条件に依存した岩石中での拡散挙動の把握およびそのモデル化を

行い，与えられる地質環境を考慮した，実効拡散係数設定の際のデータ取得方法，実効拡散係

数設定におけるモデルによる補完方法，設定値に対する不確実性の推定方法等の開発を行う。 

・収着・拡散に関わる現象理解の向上と，収着・拡散モデルを通じ，バッチ式収着試験で得られ

る分配係数と拡散試験から導出される分配係数の整合性に関する検討を進める。 

・上記の収着，拡散モデルの開発を目的として，溶液条件（pH 等）を系統的に変化させた収着拡

散試験の実施によるデータ取得を実施する。 

なお，本成果は「3.8 収着・拡散データベースの整備」に反映するとともに，さらに「3.3 総

合的な性能評価技術」などへも反映する。また，岩盤中の収着・拡散データの取得およびモデル

開発についてはエネ庁事業で進められる研究と綿密な連携を取り，必要に応じて共同研究として，

適切な役割分担の基に研究を実施する。 

 

３．５．２ コロイド・有機物・微生物 

 

(1)目的とこれまでの成果 

本研究では，核種移行挙動に及ぼすコロイド，有機物及び微生物の影響評価に必要な，データ

及びモデルを提示するとともに，これらを用いて影響が顕在化する可能性のある環境条件の特定，

シナリオ上の取り扱いや影響評価手法を検討することを目的とする。 

第２次取りまとめまでに，コロイドの影響については，亀裂性媒体を対象として，核種との相

互作用を瞬時・線型・可逆と仮定した簡略なモデルを用いて，核種移行に及ぼす影響を評価し，

線量の増加は数倍程度との結果を得た。なお，コロイド濃度及び核種のコロイドに対する分配係

数は，文献値に基づき設定している。一方，有機物及び微生物の影響については，定性的な検討

にとどまっていた。 

第２次取りまとめ以降は，幅広い地質環境を考慮したコロイド，有機物及び微生物の特性デー

タの取得・整理，並びに，影響評価に関する基本モデルの構築を目標として研究開発を進め，以

下の成果を得た。 

・亀裂性媒体及び多孔質媒体を対象とし，核種とコロイドの相互作用反応を速度論的に取り扱う

ことができる，核種移行に及ぼすコロイドの影響評価コード COLFRAC-MRL を開発するとともに，

これを用いてコロイド共存下での核種移行挙動を調べた室内カラム実験及びグリムゼル岩盤試

験場(スイス)における原位置実験の結果を解析し，このコードの妥当性を確認した。また，本

コードを用いてコロイド影響の感度解析を行い，コロイド濃度が高い，あるいは，流速が速い

場合，相互作用の反応速度が核種移行挙動に影響を及ぼす可能性があるとの知見を得た。 

・性能評価上重要な核種について，コロイド及び有機物との相互作用に関するデータを取得し 

た。コロイドについては，ベントナイトコロイドを対象とし，Cs の分配係数及び収着速度デー

タを取得するとともに，収着が可逆的との知見を得た。また，有機物については，フミン酸を

対象とし，Th(IV)及び Np(IV)とフミン酸との錯形成の安定度定数及び反応速度データを取得す

るとともに，不可逆的な錯形成が存在する可能性があるとの知見を得た。 
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・多種の微生物活動を考慮し，微生物がコロイド的挙動をする場合の影響に関して COLFRAC-MRL

コードを用いて解析例を提示するとともに，地球化学・核種移行への微生物影響を評価できる

計算コード MINT（Microbial Influence on Nuclide Transport）の開発を行った。また，一部

微生物を用いた，花崗岩，堆積岩存在下での微生物培養実験を実施し，バイオフイルム生成を

確認した。 

 

(2)当面５年程度（平成 22 年度頃まで）の計画 

コロイド及び有機物の影響評価については，与えられた環境条件（地質環境条件，設計条件）

を対象とした特性評価手法の体系化とデータ取得，核種との相互作用及び移行挙動の現象理解・

モデル化・コードの改良と適用性確認，影響が顕在化する可能性のある環境条件の特定とシナリ

オ上の取り扱いの検討を目標として，以下の研究開発を進める。また，微生物の影響評価につい

ては，与えられた地質環境条件と関連のある微生物特性データの整備および微生物の影響評価に

関するモデルの改良を目標として，以下の研究開発を進める。 

・与えられた環境条件（地質環境条件，設計条件）を対象とする場合のコロイド及び有機物の特

性評価手法の体系化とデータ取得を行う。具体的には，存在量や化学組成などの特性評価項目

の選定，試料採取方法，採取時の擾乱の補正方法，特性評価方法の確立及び体系化とこれらの

方法を適用したデータ取得を実施する。 

・評価上重要な他の核種を対象とした相互作用データの取得を継続するとともに，相互作用のモ

デル化を進める。具体的にコロイド－核種相互作用については，標準的評価方法の検討を行う

とともに，Np(IV)，Am(III)及び Tc(IV)とベントナイトコロイドの相互作用の可逆性に関する

データ，Np(IV)とフミン酸の相互作用の可逆性に関するデータを取得する。また，これらに加

え岩石等が存在する三相系での相互作用データを取得して，そのモデル化を行う。 

・影響評価上重要な現象である核種とコロイドの不可逆収着やコロイドのフィルター効果の現象

理解とモデル化を進め，必要に応じ COLFRAC-MRL の改良を進める。この COLFRAC-MRL を用いて，

グリムゼル岩盤試験場における原位置でのコロイド・核種移行挙動評価試験結果の解析を行い，

その適用性を確認する。COLFRAC-MRL 及び上記取得データを用いて，核種移行に及ぼすコロイ

ドの影響が顕在化する可能性のある環境条件を特定し，シナリオ上の取扱を検討していく。 

・与えられた地質環境への適用を考慮して，コードで用いる各パラメータの整備・データ取得と，

その地質環境を対象とした感度解析及びモデルの改良を行う。 

 

なお，これらの研究開発を進めるに当たり，コロイド及び有機物の影響評価に関しては，グリ

ムゼル岩盤試験場で行われている国際共同研究である CFM プロジェクトの参加機関，エネ庁事業

で進められる関連研究との連携を進める。また，微生物の影響評価に関しては，エネ庁事業で進

められる微生物特性データ取得，影響評価，現象理解と FEP の相関関係の整理等の研究との連携

を進めるとともに，核種の収着分配係数（Kd 値）変化に及ぼす影響評価に関する電力中央研究所

のプロジェクトやＴＲＵ廃棄物処分研究との連携を進める。 

 

３．６ 生物圏での核種移行／被ばく 

 

(1)目的とこれまでの成果 

本研究では，地層処分により人間が受ける影響を算出するために必要な，地表環境での核種移

行および人間への被ばく経路をモデル化するための手法を提示することを目的とする。図７に生

物圏での核種移行／被ばく評価の高度化の概念を示す。 
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図７ 生物圏での核種移行／被ばく評価の高度化の概念 

 

第２次取りまとめでは，将来においても現在と同様の生活様式が継続すると仮定し，わが国の

幅広い地表環境を考慮して移行／被ばく影響を概略的に取り扱う評価モデルを構築し，種々の移

行経路を想定して評価した。 

一方，第２次取りまとめ以降の検討では，実際の地表環境への適用に向けた，核種移行経路・

プロセスや被ばく経路・プロセスについての基本的な考え方や評価技術を整備し，特に，実際の

地表環境への適用に向けての課題を抽出することを目標として，以下の項目について検討した。 

 

①地表環境や長期的な環境変化などの特徴への対応に向けての生物圏評価モデルの改良・開発 

実際の地表環境に適用した評価を行う場合には，地表近傍での地下水や物質の移行について理

解することによって，第２次取りまとめでは考慮しなかった地表近傍の帯水層での希釈による分

散，収着による遅延の効果を適切にモデルに取り込むことが可能となるとともに，地圏と生物圏

とのインターフェース(GBI)の候補を絞り込むことが可能となる。そこで，主に水理解析の情報を

用いて，ジェネリックな環境条件を対象とした GBI 設定フローを作成し，仮想的な環境パターン

に対する GBI 設定の試行を行うとともに，わが国の幅広い地表環境の特徴を考慮した GBI 設定の

ための考え方・手法を検討した。この手法を実際の地表・地質環境に適用し，必要に応じて改良

することにより，GBI 候補を設定するための技術を整備することが可能となる。 

一方，実際の地表環境に適用した評価を行うためモデルの拡充として，第２次取りまとめで用

いた沿岸海域モデルの詳細化や第２次取りまとめでは検討しなかった下部土壌への核種の直接流

入を考慮したモデルの構築等，多様な評価モデルを構築・整備した。 

②わが国の地表環境の特徴に関する情報の取得・収集とデータベースの整備 

生物圏評価パラメータの数はひとつのモデルにつき 100 を超えており，データベースの更新に

あたっては，膨大な情報量を取り扱う必要がある。そのため，効率的にパラメータを設定するた

生物圏

表層水理

深部
地下水理

• 地表環境における物質移行評価モデルの妥当性
の確認手法の検討

• 感度解析等による重要パラメータの抽出

実際の地表・地質環境を例題として，ジェネリックな
GBI設定手法の妥当性を確認
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めの手法を整備しておくことで，作業量を低減させることができる。また，出典が明確であり，

かつ評価に適合したパラメータを用いることにより，評価結果の信頼性を向上させることが可能

となる。そこで，感度解析および感度分析により評価上の重要度を定量的に把握するとともに，

重要度が高いものについては，IAEAの国際共同プロジェクトBIOMASSで検討された手法を参考に，

解析に用いているデータの信頼性などを整理した。これにより，効率的に重要パラメータを抽出

するための技術を整備することができるとともに，データベースの更新を行う際に優先的に検討

を行うべきパラメータを抽出することができた。 

一方，第２次取りまとめ生物圏評価データベース（ジェネリックな評価用データベース）につ

いて，国内の法令が改正されたことに基づく内部および外部被ばくの線量換算係数の更新を行っ

た。これにより，解析結果の信頼性を向上させることができた。 

 

(2)当面５年程度（平成 22 年度頃まで）の計画 

研究の進展に伴い利用可能となる地表・地質環境の特性等を適切に反映することが可能で信頼

性の高い生物圏評価技術を最新の知見を踏まえながら構築・整備する。特に，下記の項目につい

て重点的に検討を実施する。 

 

①GBI 設定手法の適用性の確認および技術や知見の体系化 

これまでに，ジェネリックな環境条件を対象とした GBI 設定フローを作成し，仮想的な環境パ

ターンに対する GBI 設定の試行を行った。しかしながら，実際の環境条件を対象とした検討を通

じた適用性の検討や課題の抽出が充分ではない。そのため，今後の検討では，研究の進展に伴い

利用可能となる地下研究施設などから得られる地表・地質環境の特徴を取り込んだ GBI 設定の試

行を行い，その試行結果や諸外国での検討例を基に，具体的な GBI を設定するにあたっての課題

の抽出と対策の整備を行う。また，与えられた条件に適用できるように，GBI 設定の技術と知見

を体系的に整理する。  

②生物圏評価の信頼性向上に向けたモデルの適用性確認ならびに特性把握 

これまでの研究において，多様な GBI を想定した評価モデルを構築・整備した。しかしながら，

実際に存在するより複雑で不均一な地表環境に対するモデルの適用性の検討やモデルの応答に関

する知見の収集は必ずしも十分ではなかった。そのため，今後は，生物圏評価モデルの適用性や

適用における留意点，およびモデルの特性について検討する。 

また，モデルの適用性については，研究の進展に伴い利用可能となる地下研究施設などから得

られる地表・地質環境における物質移行に係わるデータおよび現象理解に関する情報を収集した

うえで，実際に存在するより複雑で不均一な地表環境条件，あるいは模擬した系を対象に既存の

モデルの適用を試み，その適用性および適用範囲，あるいは既存のモデルを適用する際の留意点

を整理するとともに，必要に応じてより多様な環境条件に対する適用性の高いモデルに改良する。 

さらに，生物圏評価モデルの特性把握においては，上記の試行を通じて，対象とする地表環境

条件が異なる場合のパラメータ変化に対するモデルの応答や重要パラメータの同定等を行い，モ

デルの特徴や地表・地質環境条件との関係からそれらを体系化し，生物圏評価モデルの改良，デー

タ取得の優先度の設定に資する知見としてとりまとめる。 

③生物圏評価用データベースの最新の知見に基づく更新 

第 2 次取りまとめの生物圏評価用データベースは 1980 年代後半から 1990 年代前半の文献が中

心であり，また国際的にもデータ見直しの議論が近年行われている。そこで，今後の検討では，

その後の進捗を適切に取り入れ，最新の知見に基づくデータの信頼性向上を目的としたデータ

ベースの更新を行う。これに基づく解析を実施することにより，解析結果の信頼性の向上を図る。
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なお，最新の知見としては，（独）放射線医学総合研究所において取得されている河口沿岸域にお

ける核種移行パラメータおよび C-14 の農・水産物への移行パラメータを含むものとし，両者の連

携によりデータベースの整備を実施する。 

なお，関係機関との連携として，実際の地表・地質環境の特徴を表現できるわが国の生物圏評

価の基盤技術・情報の整備に向け，関係機関で行う研究開発の相互補完や成果の信頼性向上を目

的とした検討を行う。連携の具体的な内容と進め方を設定するために，関係機関同士の定期的な

情報／意見交換の場を設定する。 

 

３．７ 放射性元素の熱力学データベースの整備 

 

(1) 目的とこれまでの成果 

 溶解度設定のための溶解度計算や，収着・拡散挙動の考察に必要な溶存化学種の推定を行うた

めに，熱力学データは必須の情報である。したがって，安全評価における重要元素に対して，熱

力学データを利用者が利用しやすい熱力学データベースとして整備することが必要である。さら

に，熱力学データベース整備に加え，3.4.3 項で進められる核種の溶解現象に関する理解と併せ

て，核種移行解析で用いる溶解度の設定に関する一連の手法を整備することを目的としている。 

第２次取りまとめにおいては，OECD/NEA により整備された熱力学データベースや，1998 年時点

において入手可能であったデータや知見に基づき，サイクル機構熱力学データベース（JNC-TDB）

を整備し，溶解度設定や溶存化学種推定に利用した。また，溶解度の設定については，間隙水の

環境条件を考慮した熱力学的な平衡計算と溶解度の実測データに基づき保守的な溶解度を設定し

た。 

第２次取りまとめ以降，安全評価上の重要元素に対する溶解度試験を実施し個別の熱力学デー

タの取得を実施するとともに，既往の熱力学データベースの利用環境の整備等を進めることとし，

以下の項目を実施した。 

・第２次取りまとめ段階で，信頼性の向上が必要であると判断された，アクチニド IV 価のヒドロ

キソ炭酸錯体，水和酸化物固相の溶解度積および加水分解定数に関する実験データの拡充と系

統性の確認を行った。 

・第２次取りまとめで課題とされたイオン強度の高い地下水への熱力学データの適用性検討の一

環として，高イオン強度に対応できる活量係数モデルである Pitzer モデルによる核種の溶解度

計算を行なうためのデータベース整備の実施と，活量係数補正方法の違いによる溶解度計算へ

の影響を確認した。 

・第２次取りまとめで開発した熱力学データベース（JNC-TDB）および NEA-TDB 等を複数の地球化

学計算コード用フォーマットの電子ファイルとして整備した。また，それらの外部公開ホーム

ページによる国内外への公開を開始し，利用促進を行った。 

 

(2) 当面５年程度（平成 22 年度頃まで）の計画 

安全評価上の重要元素の個別熱力学データについて信頼性向上の観点から熱力学データの取得

を継続するとともに，それらの成果を踏まえつつ，OECD/NEA による熱力学データベースの整備に

関する情報等の国際的な動向も踏まえ，事業および規制の共通した基盤情報となる最新の熱力学

データベース（JAEA-TDB）の構築を行う。さらに，3.4.3 項に示した溶解度に関する現象理解の

研究成果と併せ，安全評価に用いるべき溶解度の設定に対する手順・方法論の体系化を目指す。

具体的には以下の作業を実施する。 
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・安全評価上の重要元素に対する熱力学データ取得として，引き続き，未実施のアクチニド元素

の加水分解定数の導出とそれに基づく溶解度積の再評価および理論モデルを用いた値の妥当性

の検討を実施する。さらに，アクチニド元素と溶存ケイ酸の相互作用に関する試験研究に基づ

く熱力学データの検討，Se 溶存化学種の酸化還元平衡に関するデータ取得と Fe-Se 系固相の熱

力学データ取得を実施する。 

・上記のデータに加え，国内外のデータ（OECD/NEA 熱力学データ整備プロジェクト phase II お

よび phase III，旧原研の研究成果など）の確認を行い反映すべきデータを抽出し，整理する

とともに，安全評価における必要性の観点からデータが欠落している化学種については，化学

アナログやモデル推定値など利用の検討を行い，これらを含めて JAEA-TDB を整備する。なお，

熱力学データの誤差についてもデータ整備を行う。さらに，利用者の利便性を考慮して，各種

地球化学計算コードでの利用が可能な形式として公開，配布を行う。 

・核種の溶解挙動や溶解度制限固相についての現象理解，熱力学データベースを利用した溶解度

推定値の実測値との整合性などの総合的な評価を行い，安全評価に用いる濃度上限値（溶解度）

の設定方法の体系化を行う。 

なお，本成果は「3.3 総合的な性能評価技術」などへ反映する。また，精緻な熱力学データ取

得に関する試験，熱力学データ評価モデルの構築には，高度な技術と科学的知見が重要であり，

大学（京都大学）等との連携を図り，効率的に研究を進めていく。また，アクチニド元素の熱力

学データ取得のうち，ケイ酸塩錯体に関する研究は，米国 DOE パシフィックノースウエスト国立

研究所との共同研究により実施する。さらに，熱力学データベースの整備にあたっては OECD/NEA

等国際機関の動向を踏まえつつ，多国間での適切な情報交換を基に作業を進めていく。 

 

３．８ 収着・拡散データベースの整備 

 

(1) 目的とこれまでの成果 

緩衝材および岩盤に対する収着拡散パラメータである分配係数や拡散係数について，様々な条

件における実測データを，それらの試験条件とともにデータベースとして整備しておくことは，

与えられた地質環境条件に対するこれらのパラメータの設定作業における，基本情報として有効

である。したがって，収着，拡散に関する広範な実測データについて，それらの品質に留意しつ

つ調査を行い，データベース化を行うとともに，データベース充足の観点から必要に応じてデー

タ取得を行うとともに，3.4.3 項や 3.5.1 項で進められる核種の収着拡散現象に関する理解と併

せて，核種移行解析で用いる分配係数，拡散係数の設定について一連の手法を整備することを目

的としている。図８に作業の全体図を示す。 

第２次取りまとめにおいては，降水系地下水を中心とした分配係数や拡散係数の実測データの

拡充とデータベースの整備を行った。岩石に対する分配係数については，収着データベースを用

い，与えられた環境条件と類似の試験条件における分配係数データを抽出し，その分配係数値の

分布を基に設定を行った。緩衝材に対する分配係数については，見かけの拡散係数に基づき設定

した。圧縮ベントナイト中の拡散係数については，単純な陽イオン／陰イオン／その他の化学種

に分け，実効拡散データから，降水系地下水については各々異なる値を，海水系では同一の値を

設定した。母岩中の拡散係数については，拡散データベースを用いて、間隙率と実効拡散係数の

関係式を導出し、それに基づき設定を行った。 

第２次取りまとめ以降，幅広い地質環境（岩種，地下水）を対象としつつ，特に海水系環境で

の分配係数のデータ取得を実施し，文献調査を含めたデータの拡充による収着データベースの更

新と公開を行った。あわせて，収着データベース中の登録データに対する信頼性付与の考え方と
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判断基準の検討および原子力学会標準化委員会による分配係数データ取得方法の標準化に係わる

作業に情報・知見を提供した。拡散データベースについては，データベースシステムの開発を行

うとともに，主として第２次取りまとめ以降の拡散データの調査を実施した。具体的には以下の

項目を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８ 本研究項目で実施する作業の全体図 

（破線の項目は｢3.4.5 及び 3.5.1(2)項にて実施｣。これらの個別の作業の 

体系化を「収着・拡散データベース開発」の中で実施する。） 

 

・第２次取りまとめ段階で実測データが少なくデータの拡充が望まれた，海水系地下水条件にお

けるベントナイトや堆積岩（砂岩，泥岩）に対する分配係数（Cs），海水系地下水環境やアルカ

リ環境における堆積岩（凝灰岩，砂岩）に対する分配係数（Sn，Pb，Th）の実測データを取得

した。 

・収着データベース中の登録データに対し，試験条件・試験手法（初期濃度，固液分離方法等）

のトレーサビリティおよび適切性の判断の指標を検討し，その指標に基づく信頼度付与の考え

方と判断基準案の策定を行うとともに，それらの適用性確認を実施した。 

・拡散データベースについては，データベースシステムの開発を行い，第２次取りまとめ時点に

おける岩石の拡散データをデータベースシステムに取り込むとともに，第２次取りまとめ以降

の岩石の拡散データおよび緩衝材の拡散データの調査を開始した。 

・文献調査等による分配係数データの抽出と収着データベースの更新（1999 年版（第２次取りま

とめ段階） 19,875 件 → 2004 年版 21,071 件）を実施するとともに，ホームページを通じた

収着データベース（データ検索システム含む）の公開と利用の促進を実施した。 

 

(2) 当面５年程度（平成 22 年度頃まで）の計画 

安全評価上の重要元素に対する収着データベースおよび拡散データベースの信頼性向上のため
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に，データ取得を継続的に実施するとともに，国内外の情報を取り込んだ最新のデータベースと

しての整備を継続し適宜公開する。収着データベースについては，個別のデータの信頼度付与の

結果を反映する。 

また，与えられた環境条件（地質環境条件，設計条件）への適用性の向上のために，データベー

スを活用した核種移行解析で用いる分配係数と拡散係数の設定を行うための一連の設定手法を整

備する。 

さらに，実験手法に関する評価，実験手法の標準化等，適切なデータを取得するための知見の

体系化も実施する。 

 具体的には以下の項目を実施する。 

・データベースについては，安全評価の核種移行解析における分配係数，実効拡散係数の設定に

利用する観点から，整備対象重要元素の再評価を行うとともに，環境条件の変化に対する感度

を検討する上でのデータの充足度等の再検討を行い，データの取得が必要と考えられる実験条

件についてのデータ取得を実施する。 

・上記のデータ取得の成果に加え，3.4.3 項や 3.5.1 項の研究で得られるデータ，文献調査に基

づく国内外の最新情報の取り込みを行い，データベースの継続的な更新を実施する。 

・データベースの客観性を向上させるために，収着データベースについては登録データに対する

信頼度付与作業を継続するとともに，拡散データについてもデータの品質評価方法について検

討する。 

・ホームページでの公開等を含めた，データベースの利用環境整備を継続的に実施する。 

・データベースから得られる収着・拡散に関する情報，3.4.3 項や 3.5.1 項の研究成果として得

られる，収着，拡散現象の理解に基づくモデルの利用による収着・拡散パラメータの値やその

不確実性に関する情報などを総合的に評価し，与えられた環境条件（地質環境条件，設計条件）

およびそこでの情報の量に応じて安全評価に用いる収着・拡散パラメータを設定する手順・方

法論を体系化し，深地層の研究施設計画から得られる地質環境情報の利用により，それを例示

する。 

なお，本成果は「3.3 総合的な性能評価技術」などへ反映する。また，収着・拡散データの取

得に関しては，エネ庁事業で進められる研究と綿密な連携を取り，必要に応じて共同研究として，

適切な役割分担の基に研究を実施する。 

 

 



JAEA-Review 2006-015 

27 

４．おわりに 

高レベル放射性廃棄物地層処分の性能評価に関する研究を対象として，これまでの研究成果を

踏まえ，今後５年を目途に実施すべき研究の項目とその内容等を研究計画書としてまとめた。 

本計画は，これまでの研究から得られた課題等に基づいて抽出された重要な研究について記述

したものであり，高レベル放射性廃棄物地層処分の性能評価に関する他の研究計画をほぼ包含す

るものである。この計画に沿った研究の実施は，高レベル放射性廃棄物の地層処分計画の着実な

進展に資するものと考える。 
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付録 

 

全体システム／個別モデルの階層構造を整理するための図式化 

 

地層処分の安全評価で考慮すべき多様なスケール（例えば，広域スケール，処分場スケール，

パネルスケール，坑道スケール，人工バリアスケール，ガラススケール，ミクロスケール）に対

して，整合的に核種移行解析を行うため，それぞれのスケールにおいて求められる詳細度や不確

実性に応じた保守的簡略化など，意味と目的を明確にしつつ，モデル概念の構築，数学モデルの

構築，利用可能な知識や数学的な手法の限界，データの利用可能性について総合的に検討を行い，

階層的評価モデル体系として整備するため，機構と原子力環境整備促進・資金管理センターでは

共同研究を進めている。この共同研究による成果 1)を活用し，機構において整備してきたモデル

について，スケールに応じたモデル体系の階層構造として整理した例を図 A1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 A1 スケールの観点から整理したモデルの階層構造(例) 
 

1)日本原子力研究開発機構，原子力環境整備促進・資金管理センター："高レベル放射性廃棄物の

地層処分に関する性能評価技術高度化研究共同研究報告書"，2006（作成中）. 
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